







る。これについては,ア メリカで様々な議論がなされてきた。アメリカの監査市場 は,ほ ぼ完
全な自由競争市場であり,監 査報酬 も需要 と供給の法則 によって決定されると考えてもよい。
つまり監査人が顧客 に提示する監査報酬は,常 に潜在的な競争者の提示額 を考慮 しなければな
らない。 このため,監 査人の交替 も決 して例外的なことではない。
一方日本の監査市場 は,監 査報酬の決定が一定の枠組みの中でのみ可能 にすぎず,監 査人が
一旦顧客を獲得すれば,監 査人の交替 もほとんどまった くなく,ほ ぼ半永久的な確保が可能で
ある。つ まり日本の監査市場における競争 とは,監 査人の新期顧客獲得のみを指 しているのが
現状である。 この結果監査人は,一 旦契約 を結んだ被監査会社の監査に関しては,潜 在的競争
者の影 に脅えることな く,高 い独立性 を保持 した監査を続 けることがで きることになる。 しか
しこれは,本 当に事実であろうか。
監査市場の競争が,監 査人の独立性に及 ぼす影響 について,本 稿では次のような順序で検討
していきたい。 まず第II章 で競争の監査人の独立性 に及ぼす影響について,過 去の議論を簡単
に振 り返る。第III章では監査人の独立性に関する定義の変遷 を簡単 に振 り返 り,独 立性 につい
て新たな定義の提起を行 う。第IV章 では,監 査の初期コス トに由来する,監 査人の在任者 とし
ての価値が,監 査人の独立性に大きな影響 を与える可能性 を示唆する。またこの章では,日 本
のような自由競争の規制 された監査市場が抱 える問題点についても検討する。さらに第V章 で
はマギー ・ツェンの見解 を参考にして,競 争が,監 査人の独立性に与 える影響 について詳 しく
吟味 してい くつもりである。
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II.監 査市場の競争
以前コーエン委員会は,ア メリカにおける会計事務所の顧客獲得を巡 る過剰競争が,監 査人
の独立性を損なうことを指摘 した。特にそこで問題 とされた ことが,顧 客 を獲得するために,
意図的に原価 を割 り込むような大幅の監査報酬の値下げ(lowballing)が 提示されることであ
る。 これ とは別に,社 会学的な分析手段を用いて競争が監査人の独立性に及ぼす悪い影響 を指
摘 しているのが,ゴ ール ドマン・バーレブ1}とニコラス・プライス2)である。前者は独 自のパ ワー・
モデル,後 者 はエマーソンのパワー ・モデルを援用して,監 査市場 における競争が,被 監査会
社の監査人に対する圧力の源泉 となることを示 し,競 争の制限を提言している。
これ に対 して,監 査市場における競争が,監 査人の独立性 にプラスの影響 を及ぼす とい う議
論 ももちろん幾つかあげられる。その代表的なものとしてまずパー トンの議論がある3,。パー ト
ンは,監 査市場 における競争を,監 査人の独立性 を守 る拮抗的経済圧力(countervaillingeco-
nomicpressures)の 一つとして定義 し,監 査人の独立性がいかに大切であるとして も,そ れに
払 うコス トとともに評価 されなければならない点を強調 している。パー トンは,監 査市場 にお
ける競争 を,監 査の効率化を促す重要な手段として位置付けているからである。
またデ ・アンジェロは,監 査市場 の競争が監査人の独立性に直接影響 を及ぼすわけではない
として次のような議論を展開 している4)。顧客獲得時に,意 図的に原価 を割 り込むような大幅の
監査報酬の値下げが起 こることは,一 種の経済メカニズムが働いた帰結であり5),そ れ自体が,
監査人の独立性を直接損なうわけではない。この経済メカニズム とは,監 査人が,あ る被監査
会社 を始めて監査する時に生 じる初期監査 コス トの存在 と関係がある。 このコス トは,監 査人
と被監査会社双方にかかり,両 者が契約 を継続 してい く場合だけに有効で他に移転不可能 なコ
ス トである。その意味では他 に代替利用や売却不可能な資産 と同様 な価値 を持つ。デ・アンジェ













の監査人が,在 任者の監査人 と競争する場合,こ の準 レソトが存在する分だけ不利になる。こ
のためコス トを割 った,監 査報酬の大幅な割引を迫 られるのである。つまり監査人 の独立性を
損なう要素は,こ の準レソトの存在 自体にあ り,監 査市場の競争そのもの とは直接関係が薄い
としているのである。 ・
III.監 査人の独立性
ここではまず監査人の独立性の定義における変遷について簡単に振 り返 りたい。監査人 の独
立性 については,キ ャー リーによる見解が先駆的なものである6)。キャーリーは,監 査人の独立
性 を次の二つの要素 に分類 している。一つは,全 ての職業的専門家が共通 に保持 しているはず
の独立性である。 もう一つは監査人が監査報告 を行 う時に,た とえ無意識 にも判断を狂わせる
ようなあらゆる利害から独立 していることである。キャー リーは,こ の点か ら特に監査人の報




dence)」 とい う三つの段階 に分けている。「報告における独立性」には,次 の四点を上げている。
まず第一に,監 査報告書の記載内容が第三者に与 える影響 を操作 しようとする誘惑 に一切 とら
われないようにすることである。第二に,重 要事項 を公式の監査報告書に記載せず,非 公式の
報告書 に紛れ込 ませるような行為 を避けることである。第三に監査報告書にわざと曖昧な表現
を用いて記載することを避けることである。第四に,報 告書の記載内容について,監 査人の判
断を覆そうとする行為に対 して どんな場合にも関わ りを持たないことである。 ここで述べた
キャー リーの独立性 とマウツ ・シャラフの実務 家的独立性 は,通 常 「事実 における独立性」
(lndependenceinFact)と 呼ばれるものである8)。





8)本 稿 で は,監 査 人 の 独 立 性 の も う一 つ の 要 素 と し て 重 要 視 さ れ る 「外 見 に お け る 独 立 性 」(Independence{n
Appearance)が,監 査 市 場 の 競 争 か ら 受 け る影 響 に つ い て は 触 れ な い こ と に す る 。
9)D.R.CarmichaelandRJ.Swieringa,TheCompatibilityofAuditingIndependenceandManagement
Services-AnIdentificationofIssues,TheAccounting1～θ加εω,(October1968),pp.697-698.
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独立性」(ProfessinalIndependence),後 者 を 「監査独立性」(AuditIndependence)と 呼び,
後者 をさらに「客観的独立性」(ObjectiveAuditIndependence)と 「主観的独立性」(Subjective
AuditIndependence)に 分けている。 ここで 「客観的独立性」とは,意 図的な偏見 にとらわれ
ないことを指 し,「主観的独立性」とは,無 意識の うちに偏見にとらわれることを避 けることを
指す。 この 「主観的独立性」 は,カ ーマイケル ・スビー リンガのあげた例か ら,ヤ ウツ ・シャ
ラフの 「報告における独立性」の第二 と第三に対応 していると考 えられ る。ASOBAClo}は,財
務諸表の作成者 と利用者の間にある利害対立があるため,監 査機能が,財 務諸表の作成者やそ
の利害関係者か ら独立 した人 によって果たされなければならない としている。そして監査人の
独立性 とは,監 査人の行為 ・行動 ・意見表明に対 していかなる影響行使 も制約 も無 いことと定
義づ けている。 また監査人の独立性 に影響 を与 える要素 として,選 任権 に関 した組織上の地位
(OrganizatinalStatus),精 神的心構 え(MentalAttitude),調 査上 と報告上の自由(Inves-
gativeandReportingFreedom),経済的利害(FinancialInterest)を 弓螢謁する。
独立性の問題を社会学的な立場から分析 したゴール ドマン ・バーレブとニコラス ・プライス
は,監 査人の独立性 をそれぞれ次のように定義している。前者の定義によれば11},監査人 は,専
門的な訓練 を受けプロフェッショナル として行動す るように教育されているため,被 監査会社
が,職 業規範 に沿わない監査報告書 を作るように圧力 をかけてきて も,そ れに屈 しないように
努めている とす る。後者によれば12),監査人の独立性 とは,被 監査会社が監査人や監査報告書に
影響 を与えようとした時,そ れに監査人が抵抗する力であるとしている。いずれの定義におい
ても,独 立性 を,監 査人の行為特に監査報告書の記載内容を変更しようとする圧力に対する抵
抗力 としている点に特色がある。
独立性の問題 を経済学的な立場か ら分析 したデ ・アンジェロは,監 査人の独立性を次のよう
に定義 している13)。現在および潜在的な株主・経営者 ・取引先などを含めた監査業務の消費者に
とって,監 査の価値 とは次の ものに依存 している。それは,会 計システムにおける誤謬や違反
行為 を発見し,そ れを被監査会社の圧力 に屈せず選別開示する監査人の力である。そして監査
人の独立性 とは,被 監査会社の違反行為 を発見 した時にそれを監査人が報告できる確率と定義
している。この定義では,監 査人が必ず しも100%被 監査会社の圧力に屈せずに,違 反行為を報








監査人の独立性の定義における変遷 を振 り返 ると,監 査人の監査報告における独立性が予想
以上 に重視 されていることが理解で きる。またマウツ ・シャラフ,カ ーマイケル ・スビー リニ
ンガ,ASOBACの 頃 までは,監 査人の独立性 に絶対的で一元的,完 全な独立性 を求めていた。
しかし最近では社会学的アプローチや経済学的アプローチを経て,監 査人の独立性 とは,相 対
的で一元化が不可能なものであ り,完 全な独立性 とは実際に存在 しない と解釈 される傾向にあ
ることも理解できる。つまり無重力の理想的状態 にある研究室で行われていた,監 査人の独立
性の研究を,重 力のある現実の世界に引 き戻 して議論しようとする傾向があるのである。
本稿では,以 上の二点 を考慮の上,監 査人の独立性 をマギー・ツェンを参考 に14),さ らに一歩
進んで次のように定義することにした。監査人がk期 の監査でuと いう信号 を受け取った とす
る。それは,た とえば,被 監査会社が被 っている訴訟の解決可能性の判断などを考 えればよい。
それに対す る監査人の判断は,U1と 報告するかU2と 報告するかのいずれかであるとする。監査
人にu2と 報告されると,被監査会社にとって好 ましく,会社 はそれにより利益を受 けるとする。
ここでどんな場合にもu2と 報告す る報告方針 を 「顧客好みの報告方針」と定義する。逆 にU1と
判断 した らUl,U2と 判断したらU2と 報告する報告方針を 「中立の報告方針」 と定義する。
監査人のタイプに関 して も,AとDと いうタイプがあるとする。Aタ イプの監査人は,あ る
事項について,Ulと 報告 して もU2と 報告 しても,会 計原則では認められてお り,重 要な相違が
ないと考え,「顧客好みの報告方針」をとるとする。逆にDタ イプの監査人 は,両 者 の間に重要
な相違があり,「中立の報告方針」をとる とする。 もしDタ イプの監査人が,Ulと 判断 したにも
かかわらず,u2と 報告 し,「顧客好みの報告方針」をとった場合 にはEだ け不利益が増加すると
する。Eは,Dタ イプの監査人が,そ の選択 により,将 来の訴訟 リスクが高 まると考 えれば,大
変大 きなものにな り,そ れが個人的な不愉快な感覚を呼び起 こす程度であれば,比 較的小 さな
ものに止 まるであろう。ここで全ての監査人がu2と 判断する場合の確率を φ とお く。する とD
タイプの監査人が,「顧客好みの報告方針」をとった結果受ける不利益の増加 は,ε≡(1一 φ)・
Eと 表される。また 「顧客好みの報告方針」の結果,被 監査会社が受 け取る利得をBと すると,
その結果受け取 る利得の増加 は,b≡(1一 φ)・Bと なる。なお被監査会社が受け取る利得B
とは,監 査人を交替することによっては変更不可能な契約事項に由来 しているとする。たとえ





もし会計原則が統一され,会 計処理の方法などで,例 えば 「顧客好みの報告方針」だけが公
認 されていれば,監 査人 は全てDタ イプかAタ イプになり,監 査人の間で意見の不一致は生 ま
れず独立性の問題 も生 じない。そこで監査人の独立性 とは,Dタ イプの監査人が 「中立の報告
方針」をとり,Aタ イプの監査人が 「顧客好みの報告方針」をとることと定義す る。つまり監
査人の独立性が損なわれる場合は,Dタ イプの監査人がuと いう信号 を見てUlと 判断したが,
実際にはu2と 報告 してしまった場合に限定される。
この定義では監査人の判断 ・信念 と報告 という行為を分離 し,自 分の判断 ・信念 とはずれた
報告行為のみを,独 立性の欠如 と見なしている。監査人の判断・信念 は,監 査人のタイプによっ
て異 なり,全 ての監査人は,自 分の利益のみを最大にする判断をする。ゆえにこの解釈では,
Dタ イプの監査人がAタ イプの監査人 より,特別 に倫理的であるとか優秀であるということは
まった く言えないことになる。
IV.監 査人の前任者 としての価値
監査契約締結後,監 査人 と被監査会社相互にそれ相応の投資が求められる。その投資 とは,
監査人にとっては,被 監査会社の事業状況の把握 ・会計 システムや内部統制 システムの理解な
ど習熟のために払 うコス ト(の である。 また被監査会社にとっては,監 査人の習熟を助ける
ために払 うコス ト(c)で ある。 このようなコス ト1ま,監 査人 または被監査会社が代われば,双
方 ともに新たに払わなければならない投資である。そのため,こ のような投資を節約するため
には,最 初 に締結した監査契約を継続 した方がよいことになる。つ まり監査人は,投 資 した 君
を失 うまい とし,被 監査会社は投資したcを 失うまいとして,監 査契約の継続を図ろうとする
ことになるのである。 この場合詳細 に見 ると,¢ が大 きければ大きいほど,監 査人は,被 監査
人か ら契約終結 を武器 に譲歩を迫 られやす くなる。逆 にcが 大きければ大きいほど,被 監査会
社 は,監 査契約の終結 を武器に譲歩を求めにくくなる。 このような監査人 と被監査会社の関係
は,監 査契約 に限らず,他 の代替的利用性の乏 しい投資を伴 う契約関係全てに多かれ少なかれ
当てはまる。
以上 より被監査会社の獲得競争では,前 期にその会社の監査を行った監査人の方が,初 期監
査 コス トを節約できる分だけ,コ ス トの面 で有利に立つ ことが理解できる。 これが,監 査人の
在任者 としての価値(V.)で あ り,デ ・アンジェロの言 う 「特定の被監査会社 に対する準 レソ
ト」と同様の ものを指す。n期(あ とn期 が残 されている)に おいて,外 部の競争者は,被 監査
会社が在任者 と契約を継続するコス ト面の利点を割 り引いてもなお,自 分に有利 な監査報酬を
提示 しなければならない。p。をn期 における在任者の提示監査報酬,P.を 外部の競争者の提示
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監 査報酬,σ を一期 将来 の現 在価値 を求 め る割 引率,vを 監査 コス トとす る と,そ れ は次 の よう
に表 され る。
(1)Pn一(v十P)十 σ・Vn_1=0
在任者 は,外 部 の競 争者 との価格競 争 に打 ち勝 ち,被 監 査会社 との監査 契約 を継続 で き る範
囲内で,も っ とも高 い監査報酬 を提示 して くる はず であ る。 それ は次 のよ うに表 され るで あろ
う。
(2)Pn=Pn十c





(6)V。=k+c(た だ しnニNお よびn=1の 時 のみV。=0)
N期 の始 め にお いて(被 監査会社 が始 めて監査 を受 ける時期),在 任者 の監査人 が存在 せず,
外部 の競 争者 だ けで競争 が行 わ れて いる場合,次 の ように表 す こ とが で きる。
(7)PN=v十(1一 σ)。P一 σ・c<v十 を
この式か ら被監 査会社獲 得 を巡 って,監 査 コス トを割 り込 んだ報酬値 引 きが起 こる ことが理
解 で きる。 また次の期 に関 して,前 期 に契約 を獲得 した監査人 は,監 査人 の交替 にか か るコス
ト(c)だ け高 い監査 報酬 を提 示 で きる。 そのた め外部 の競争者 の中zは,や は り監査 コス トを
割 り込 んだ値引 きが起 こる こ とにな る。(5)式 か ら,監 査人が,被 監査会社 と最初 に監査契 約 を
結 んだ時 にか か る習熟 コス ト(の は,時 期以 降 に監 査料金 を(1-6)・Pず つ値 上 げす るこ
とによって回収 され る ことが理解 で きる。 また(4)式 か ら,被 監査 会社 にかか る習熟 コス ト(c)
を,監 査人 が,最 初 の期 に σ・cだ け値 引 きを して肩代わ りす る ことが理解 で きる。 そ して(5)式
か ら次 の期 以降 の監 査報酬 を(1一 σ)・c分 だけ値上 げす るこ とに よって,こ の値 引 き分 を回収
して い くこ とも理解 で きるであ ろ う。
この よ うに常 に潜 在的 な競 争者が存在 す るアメ リカで は,監 査人 の在任者 としての価値 は,
V.=k+cと 考 え られ る。 ところが潜在 的 な競争 者の存 在 しな い 日本 市場 で は,p,=p。 一1…=
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=(1十 σ・十…十6`)・(P-v)〉 君十c
アメリカで起 こる顧客獲得のための監査報酬の大幅な値引きは,こ のような監査人の在任者
としての価値が存在するために起 こる現象である。 しか しこのような現象は,ス ーパーなどの
開店 セールや製造業における試作品の無料交付に代表されるように,顧 客を定着させるために
他の産業で も普通に用いられている。それゆえに監査報酬の値引 きが,監 査人の独立性 を損な
うとは必ず しも言えな く,むしろ在任者の価値が存在すること自体 に問題があると考 えられ る。
その点では,(8)式 か らも理解できるように,監 査人の在任者 としての価値は,日 本の方が外部
の競争者の不在によって,n期 就任後における残 り期間の利益 を独占でき,ア メリカよりはるか
に大 きくなるであろう。そのため監査人 は,被 監査会社から譲歩を迫る圧力 をより強 く感 じる
ことになるはずである。
以上の分析では,監 査人の監査コス トに差異が無 い完全競争の状況を想定 している。 ところ
がギグラー・ペ ノーは15),監査人 にも効率的な監査人 と非効率的な監査人があるということを考
慮 して,監 査 コス トに差異がある不完全競争の状況を想定した分析 を進めている。 この研究で
は次の二点が主に指摘されている。一つは,監 査 コス トの相違があると,そ れが,監 査人の在
任者 としての価値を生む源泉の一つとして働 き,被 監査会社に対する監査人 の立場 をさらに有
利 する作用があることである。 もう一つは,こ の結果監査人の在任者 としての価値の構成要素
である,監 査人交替 にかかるコス ト(c)が,む しろ被監査会社に有利に働 くようになることで
ある。
またカノディア・ムケェルジ16)は,競 争市場における監査人の在任者 としての価値が,監 査人
の独立性 に与 える影響について,従 来考えられているよりかな り小さいとい う分析 を行ってい
る。その理由とレて,次 のような点をあげている。被監査会社 は,監 査人の監査 コス トの把握
が不可能 なため,監 査人の在任者 としての価値を把握することも当然不可能になる。その結果,
監査人が契約 を継続できなかった場合,ど の程度の打撃 を受けるか を被監査会社 は正確 に見積
もることができない。 また監査報酬を設定する力が,監 査人 よりむしろ被監査会社の側 にある
場合には,監 査人の在任者 としての価値が低下す る傾向があることである。つまりこの二人の
研究では,監 査市場の競争が,監 査人の在任者の価値が大 きくなり過 ぎることを防止する役割
を果たす としているのである。








1.監 査人 と被監査会社に一期限 りの意見対立がある場合
ここでは,マ ギー・ツェンのモデルを参考にして17),自由な監査市場における競争が,監 査人
の独立性を損なう場合 とは,か なり限定 されることを示 していきたい。 まず最初に監査人 と被
監査会社の間に,一 期限 りの意見対立がある場合 を考えてみる。k期(あ とk期 残 されている)
の始 めに,監 査人 と被監査会社の間に一期限 りの意見対立があるとする。被監査会社 は,在 任
者や外部の競争者を問わず,監 査人のタイプを全 く把握できず,単 にq(0<q<1)の 割合で
Aタ イプの監査人が存在することだけ分かっているとする。ここで独立性が損なわれる場合 と
は,Dタ イプの監査人が,あ る事象uに ついてUlと 判断 したが,u2と 報告す る方が得になる場




ところがここで検討 している意見対立は,こ の期だけにかかわ り,次 の期には持 ち越 されな
い場合である。それには,あ る特別な支出を一時費用 として処理するか繰延処理するかのよう
に,k期 の決定がそれ以後の会計処理の方法を全て決めて しまう場合 も含まれ る。この場合,k
期終了後における在任者 としての価値(Vk.1)は,k期 に起 きた ことか ら何の影響 も受けないの
で,F+Cの ままである。つまりu,と 報告 してもU2と 報告 しても監査人の在任者 としての価値
は,Vk.1[u2]=Vk.1[Ul]と なり変化 しない。そのためDタ イプの監査人は,u2と 報告 した時
に被 る不利益がE>0で ある限 り,常 に「中立の報告方針」を とり,独 立性が損なわれる場合は
無いことになる。
一期限 りの意見対立においては,被 監査会社が,全 ての監査人のタイプを契約前に知 ること
ができる場合でも,Dタ イプの監査人の独立性は損なわれない。 このような場合には外部 の競
争者が,全 てAタ イプの監査人で占められてしまうことは容易に理解で きる。またDタ イプの
監査人 を雇っている被監査会社は,こ の監査人 を解雇 して,Aタ イプの監査人を雇った方が得
であると判断す るかもしれない。このような行為 は,オ ピニオ ン・ショッピング(opinion-shop・
ping)と 呼ばれる。被監査会社のオピニオン・ショッピングは,Aタ イプの監査人を雇って 「顧
17)R.P.MageeandM-C.Tseng,ox.C21.,pp.323-336
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客好 みの報告方針」を受 ける利益の増加分が,Dタ イプの監査人を解雇するコス トより大きい
場合(b>£+c)に 起 こる。Dタ イプの監査人が,Aタ イプの監査人で占勺 られている外部の
競争者に打ち勝 ち,被 監査会社 との契約 を継続するために,少 なくとも次のような監査報酬の
引下げを行なければならない。
(10)p=v十(1一 σ)・(君十c)一b
しかしbがk+cよ り大 きい場合,k期 の始めにおける在任者 としての価値(Vk=P+c-b)
はマイナスになり,1監査契約 を継続すればコス ト割れになる。 この場合監査人の方から辞職を
申し入れるであろうから,Dタ イプの監査人の独立性は損なわれないことになる。以上の こと




る。意見対立 は,k期 に始 まりm期(m〈k)ま で続 くとする。qを 被監査会社が見積 もるAタ
イプの監査人 の割合 とする(0〈q〈1)。 またm期 が終了すると,監 査人 と被監査会社 との間
に意見対立 はもはやなくなるため,監 査人の在任者 としての価値は,Vm-1一+cに 戻ることに
なる。また監査人の在任者 としての価値は,被 監査会社が 「顧客好 みの報告方針」を受けるこ
とによって享受できる利益の増加分 より常 に大きいとする(b〈 ¢+c)。 この定義により,た と
え在任者がDタ イプの監査人で競争者がAタ イプの監査人であることが分かっていて も,在
任者 は,契 約の継続を求めて少な くとも監査報酬の提示を行 うと考えることができるからであ
る。
監査人の提示監査報酬 と在任者 としての価値は,被 監査会社が監査人 のタイプについてどの
程度の知識を持 っているかによって,次 の四つの場合に分けられるであろう。




③被監査会社は,在 任者の監査人のタイプについては把握で きているが,外 部の競争者のタ
イプについては把握 していない。
④被監査会社 は,m期 の開始時か ら全ての監査人のタイプを把握 している。
①の場合 において,Aタ イプとDタ イプの監査人のm期 における提示監査報酬および在任






② の場合 にお いて,外 部 の競争者 がAタ イプの監査人 で 占め られ て しまう ことは容易 に理解
で きる。被監 査会社 は,(1-q)の 確率 で運 悪 くDタ イプの監査人 が在任者 で あ り,bの 利益
を享 受 する こ とが で きず,在 任者 を解 雇 して外部 の競争者 と契約 した方 が良 い と考 えて い る。
在任 者 の監査 人 は,被 監査会 社 と契約 を継続 す るた めに は,こ の分だ け割 り引 いた監査 報 酬を
提 示 しなけれ ばな らない。外 部の競争者 の提示監 査報酬,在 任者 の提示監査 報酬,お よびその




③ の場合 にお いて,外 部 の競 争者 の監 査人 は,Aタ イプやDタ イプ を問 わず,同 様 の監査報
酬 を提示 して くる。 ここで在 任者 の監査人 がAタ イ プの監査人 で ある とす る。被監査会 社 が外
部 の監 査人 と契 約す ると,(1-q)の 確率 でDタ イプ の監査 人 にあた り,今 まで享受 して きた
bを 失 うことになる。そのため在任者 の監査人 は,そ の分 だけ割 高 の監 査報酬 を被監査会 社 に提
示 で きるこ とにな る。この場合 にお ける外部 の競争者 の提示監査 報酬,在 任 者 の提 示監査報酬,




③ の場 合 において,在 任者 の監 査人が,Dタ イプの監査人 であ る とす る。 この場 合被監 査会
社 は,外 部 の監査人 と契約 すれ ば,qの 確率 でbの 利益 を得 る ことがで きる。在 任者 の監 査人が,
被監査会 社 と契約 を継続 しよう とす るな ら,そ の分だ け監査 報酬 を値 下 げ しな けれ ばな らない。
外部 の競 争者 の提 示監査報 酬,在 任者 の提示監 査報酬,お よび監 査人 の在 任者 としての価 値は




④ の場合 にお いて は② の場 合 と同様 に,外 部 の競 争者 か らDタ イ プの監 査人 は排 除 され て し
まう。 それは,被 監 査会 社 に とって,Dタ イ プの監査 人が,Aタ イ プの監査 人 と同 じだ け コス
トがかか るが,生 み出す便益 は少 ないた めであ る。在任 者がAタ イプの監 査人 であ る場 合,競





④の場合において,在 任者がDタ イプの監査人 である場合,在 任者の提示監査報酬は,⑩ と





上に述べた四つの場合のうち,① と③の場合は,被 監査会社が,外 部の競争者のタイプを把
握で きない場合である。 しかし現実には,被 監査会社は,外 部 の競争者のタイプをその提示監
査報酬で見破 ってしまうことができる。例えばm+1期 にDタ イプの監査人が雇われ,そ の期
に 「中立の報告方針」をとった とする。この場合全ての監査人 がu2と 報告する確率が φである
から,(1一 φ)の確率でこの監査人がDタ イプの監査人であることが,被 監査会社に分かって
しまうことになる。この結果上の③ の場合 と同様 になり,監査人の在任者 としての価値は,逸+
c-q・bと なる。m+1期 にAタ イプの監査人が雇われた場合,当 然 「顧客好みと報告方針」
をとる。ところがDタ イプの監査人 も,u2と 判断する可能性が φの確率であり,こ の場合Aタ
イプの監査人 と見分 けがっかない。被監査会社は,m+1期 にu2と いう報告 を受けると,Aタ
イプの監査人の全体に占める割合をさらに上方修止 してq'(q'>q)と 見積 もるであろう。 この
結果m期 の始めにおける監査人の在任者 としての価値は,P+c+(q'一q)・bと なる。以上の





07)とq8)を比較すると σ・(1一 φ)・q'・bだ けAタ イプの最低提示可能監査報酬の方が低 くな
る。この結果Dタ イプの監査人は,Aタ イプの監査人 との価格競争 に勝 てないため,自 動的に
市場か ら排除されてしまうことになる。また逆にDタ イプの監査人が,m+1期 に 「顧客好み
の報告方針」をとり,自 分のタイプを隠 したとする。 この結果被監査会社は,監 査人のタイプ
をm+1期 では見分 けることができな くなる。被監査会社は,在 任者の監査人のタイプも外部
の競争者のタイプも把握で きないので,監 査人は,m期 の開始時に上に述べた① と同様な場合
(413)一 監査市場の経済メカニズムー89




①の場合においてはVmA=VmDで あり,ε>0で あるため,最 低提示可能監査報酬は,Dタ イ
プの方が高 くなる。Aタ イプの監査人 は,提 示監査報酬によって,自 分のタイプを被監査会社
に知 らせ ることができる。 この結果市場か らDタ イプの監査人は排除されて しまうことにな
る。つまり① と③の場合には,被 監査会社は,提 示監査報酬か ら外部の競争者のタイプを把握
できることになる。そのため現実 には① と③の場合は成立 しない。この場合被監査会社が,Dタ




Aタ イプの監査人で占められてしまうことにまず留意 したい。ここでm+1期 にDタ イプの監
査人が雇われて,uと いう事象を見てu2と 判断できる場合には,何 の問題 も起 こらない。 しか
しu1と 判断しなければならない場合,u1と 報告 して しまえば,自 分 は,Dタ イプの監査人であ
ることを被監査会社 に知 らせることになる。この場合m期 の始めには監査人 は,上 の④の場合
と同じ状況 に陥ることになる。逆 にu2と 報告 し自分のタイプを隠 した場合,m期 の始めに上の
②の場合 と同様の状況になる。つまり監査人の独立性が損なわれる場合 とは,Dタ イプの監査







ゆえに在任者がDタ イプの監査人である場合,自 分の独立性を犠牲にする条件 は,次 の通 り
である。
(i)監査人 と被監査会社間に複数期間にまたがる意見の不一致がある。
(ii)監査人 は,被 監査会社の監査人 に就任 して始めて,自 分がどのタイプの監査人に属 している
かを把握す る。
㈹被監査会社が 「顧客好みの報告方針」か ら得 る期待利得bは,Dタ イプからAタ イプの監査
90一 『明大商学論叢』第80巻 第3・4号 一(414)
人 に交替 して も変わ らない。
(iv)被監査会社は,監 査人のタイプを,提 示監査報酬の観察など間接的な手段を通 じてしか把握
できず,直 接 に把握することはできない。
(v)Dタ イプの監査人が,uを 観察 しu1と 判断したが,u2と 報告すると,彼 個人の獲得利得が高
くなる場合で,次 の条件を満たさなければならない。即ち σ・q・b>E
これ以外の場合には,た とえ被監査会社が,「 顧客好みの報告方針」を求めて,Dタ イプの監
査人 を解雇 して,Aタ イプの監査人 を雇 うような行為があった として も,監 査人の独立性が損
なわれることは無い と考 えられる。(ii)の条件が必要になることは,次 のことか ら明らかである。
つまりもしN期 の最初 から全ての監査人が 自分のタイプを把握 しているとすると,Dタ イプの
監査人 は,Aタ イプの監査人 と比較 して提示監査報酬が不利にな り,全 て市場か ら排除されて
しまう。つ まりDタ イプの在任者の監査人は存在 しないことになるか らである。
また特に(v)の条件からDタ イプの監査人が独立性を損なうような場合は,監 査人にとって将
来の価値が非常に高 く,Aタ イプの監査人の割合が非常に高 く,「顧客好みの報告方針」をとっ
た時の不利益が非常に低 い場合のみに限 られることになる。監査人 または被監査会社 にとって
意見の不一致が非常に重要な意味を持つ場合には,監 査人の独立性は損なわれにくい。なぜな
ら被監査会社 にとってbが 非常に大 きければ,Aタ イプの監査人 との交替 を即座に行なうであ
ろうし,Dタ イプの監査人にとってEが 非常に大 きければ,独 立性の保持 を優先するはずであ
るか らである。 また ここでは被監査会社が 「顧客好みの報告方針」を受けた時に得 る利益bは,
監査人の習熟 コス トと被監査会社が監査人を変更するコス ト(k+c)よ り小 さいという前提で
話が進められた。なぜならもし(k+c)/(1-q)がbより大 きい場合には,被 監査会社は即
座にDタ イプの監査人 を解雇 して,外 部 のAタ イプの監査人 と契約 した方が得になり,Dタ イ
プの監査人 にとっても,在 任者の価値がマイナス となり,自 ら辞職 した方が得になるか らであ
る。
VI.む すび
以上の議論から,ア メリカの ように監査市場 に自由な価格競争がある場合には,市 場メカニ
ズムが働 き,監 査人 の独立性が損なわれ る場合が非常 に限定 されることが理解できる。 また競
争的圧力がほとんど存在 しない日本 のような監査市場では,監 査人の在任者 としての価値が非
常 に大 きくな り,む しろ監査人の独立「生保持に好 ましくない状況を作 り出すことが示 された。




しかしこの分析に も問題点も少な くない。 まず監査人の独立性の定義について,絶 対 的で一
元的 ・完全な独立性 を求 めた場合,Aタ イプの監査人 には,独 立性が欠如 しているとい う疑問
が生 じる可能性がある。 また監査市場の競争が,監 査人の独立性 を損なわない ことが理解 され
た としても,そ れが,独 立性 にどのようなベネフィットを持たらすかは何 も示されていない。
さらに社会学的なアプローチ,特 に組織間関係論を用いた分析では18》,会計原則の統一が,監 査
人の独立性にプラスに働 く点について上のモデル と結論が一致 した。 ところが競争 は,明 らか
に監査人の独立性 にマイナスの影響があるという結論 に到達 してしまう。アプローチの違いに
より,な ぜ このような180度 異なる相違が生 まれるかを検討 し,そ の整合性 を探る必要 もあり
そうである。
18)T.Kato,UneInterpr6tationdel'Ind6pendancedesAuditeurs,Rθ旗6加 ηρ嬬8ゴ θCo吻 ♪彪 ∂ゴ1漉,No
205.,(octobre1989),PP.98-102.
